
 

  
令和７年度 

 栗原市議会 議会報告会  
 

開催日時・場所：１０ページ参照 
 

 

 次   第  

 

１ 開会 

 

２ 挨拶 

 

３ 議員自己紹介 

 

４ 報告 

⑴ 常任委員会、特別委員会等の調査活動報告 

  ① 総務常任委員会（３～４ページ）  

② 産業建設常任委員会（５ページ） 

③ 文教民生常任委員会（６～７ページ） 

④ 指定廃棄物の最終処分等に関する調査特別委員会（８～９ページ） 

⑤ 市議会における要望活動（１０ページ） 

 

⑵ 意見交換 

  各委員会の調査活動報告等に関する意見交換 

   
 

５ 閉会 
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～ 議会報告会に参加される皆様へ ～ 

 

 

１ 本日の議会報告会について 

議会報告会は、栗原市議会が主催して実施するものです。 

皆様からさまざまな御意見をいただき、意見交換を行う場として位置づけて 

おります。 

そのため、個々の議員の見解を求めるような御発言は御遠慮くださいますよ 

うお願いいたします。 

 また、皆様から多くの御意見を伺いたいと考えておりますので、発言の際は、 

お一人様１回につき３分以内でお願いいたします。 

 

２ いただいた御意見等への対応について 

本日、皆様からいただいた御意見につきましては、後日、その対応結果を次 

のとおり報告する予定です。 

「くりはら市議会だより」には概要版を掲載します。 

栗原市のホームページには全体版を掲載します。 

また、当日中に回答できなかった御質問につきましては、後日調査・検討の 

上、同様に結果を報告いたします。 

 

３ 記録のための撮影等について 

  議会報告会の報告書作成のため、会場内で写真撮影及び録音を行います。 

御理解と御協力をお願いいたします。 
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～ 栗原市議会の構成図 ～ 
 

議会は議事機関としての役割を担っており、その活動を円滑に行うため、常任委員会や特別

委員会などの内部組織が設置されています。現在、本市議会において設置されている組織体制

は、概ね次の図のとおりです。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
    

※協議又は調整の場 

(法-100-⑫) 

●条 

議 会 
 

議長 
 

副議長 
 

議員 

本会議 
（法-113ほか） 
議案について

審議を行い、

議会としての

最終的な意思

決定（議決）を

行う。 

議会運営委員会（R7.5.8設置 定数 8人 法-109） 
 

議会の円滑な運営を図ることを目的として設置 
議会運営や議長からの諮問事項等について協議 

※ 

常

任

委

員

会 
文教民生常任委員会(R7.5.8構成 定数 7人) 

市民生活部・教育部・医療局の所管 

※

特

別

委

員

会 

議会報告会運営調査特別委員会 
(R7.6.10設置 定数７人) 

議会報告会の企画及び立案、報告会後の政策提言等の調査 

指定廃棄物の最終処分等に関する調査 
特別委員会（R7.6.24設置 定数 20人） 

指定廃棄物の最終処分場及び放射性物質に汚染された 

稲わらの一時保管の問題などに関する調査 

総務常任委員会（R7.5.8構成 定数 7人） 

総務部・企画部・消防本部などの所管 

産業建設常任委員会(R7.5.8構成 定数 7人) 

農林振興部・商工観光部・建設部・上下水道部・農業委員会の所管 

※そのほか、当初（補正）予算議案及び決算議案の審査を行うため、 

予算（決算）特別委員会を設置。 

議員全員協議会 
議員全員で構成し、市政に関する重要な事件や議会内部

の事項などについて協議。 

  
１ 議事機関：物事を決定するために審議を行い、意思決定を行う機関をいう。議会は議事機関とし 

て位置づけられており、市の条例や予算などについて審議・議決を行う。（憲法第93条） 

２ 常任委員会(法-109)：議会の中に常設されている委員会のことで、議案や課題を専門的な分野 

ごとに詳しく調査・審査するために設置。 

３ 特別委員会(法-109)：ある特定の問題について集中的に話し合うために、議会がその都度設置し、

調査等が終わったら解散。 

用語解説 

議会基本条例検証特別委員会 
(R7.6.24設置 定数 7人) 

議会基本条例の継続的かつ定期的な検証 

広報編集調査特別委員会(R7.5.9設置 定数 9人） 

議会広報の発行や編集に関する調査研究 

※ 
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総務常任委員会 
 

◇主な委員会活動の状況（※定例会付託議案審査は除く。） 

調査月日 調査事件 

令和７年７月２３日 
１ 防火貯水槽等消防関連施設の維持管理に関する調査 

２ 消防職員の勤務体制及び救急搬送業務に関する調査 
 

 

～ １ 防火貯水槽等消防関連施設の維持管理に関する調査 ～ 
 

１ 調査目的 

市内の防火貯水槽や火の見やぐら等の消防関連施設について、設置状況や維持管理 

状況を確認するため。 
 

２ 本市の現状 

⑴ 消火栓、防火水槽、貯水池等の設置件数（令和７年７月現在） 

 消火栓：１，２７５基  防火水槽：５６９基  その他：３４箇所 

                      計 １，８７８箇所の消防水利 
 

⑵ 消防水利に係る借地状況（令和７年７月現在） 

 私有地に設置の水利で、市が借地契約している件数：２６８箇所（うち有償：８０箇所） 
 

⑶ 火の見やぐらの設置状況（令和７年７月現在） 

  市内に１８箇所 【内訳】若柳：７箇所 栗駒：７箇所 金成：３箇所 一迫：１箇所 

  現存する火の見やぐらは、合併以前の建設となっており、経年劣化が進んでいる。 

  市では、火の見やぐらを撤去し、新たにホース乾燥塔を整備することとしている。 
 

３ 調査結果（所見） 

防火貯水槽については、現状確認や台帳整備、借地料の地域格差、管理体制の課題 

が確認された。災害時には消防団との連携が重要であることから、防火貯水槽マップ 

等の情報を共有し、施設全体を把握した上で計画的な管理を進め、借地料の地域格差 

の統一に向けた協議を行うべきである。 

火の見やぐらについては、撤去後に消防用ホース乾燥塔を設置する方針であるが、 

現状では老朽化に伴う安全性が懸念されることから、登ることができないような対策 

を講じるべきである。 
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～ ２ 消防職員の勤務体制及び救急搬送業務に関する調査 ～ 

１ 調査目的 

  消防職員の育児休業取得時等の勤務体制や救急搬送に係る実態を把握し、安定した 

体制の確保に関する調査のため。 
 

２ 本市の現状 

⑴ 年間救急出場件数の推移 

出場件数は右肩上がりで、令和５年度は栗原消防発足後、最多出場件数。 
 

  令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

出場件数 ３，２０４件 ３，４１５件 ３，６７３件 ３，９０６件 ３，７２９件 
  

⑵ 搬送人員別年齢構成 

  高齢者の搬送人員は、過去５年でいずれも７５％以上。 
 

 搬送人員数 

 ① 

うち高齢者  

② 

高齢者の割合 

(②/①) 

令和２年度 ３，０７３人 ２，３４９人 ７６．４％ 

令和３年度 ３，２３４人 ２，４５２人 ７５．８％ 

令和４年度 ３，４６２人 ２，６６１人 ７６．９％ 

令和５年度 ３，７０３人 ２，８６１人 ７７．３％ 

令和６年度 ３，５４０人 ２，７１２人 ７６．６％ 
 

 ⑶ 医療機関別搬送件数 

  約８割近くが栗原市内の医療機関へ収容されている。 
 

 総搬送件数 

（①＋②＋③） 

市内医療機関 

（①） 

大崎地域 

（②） 

その他地域 

（③） 

令和２年度 ３，０５０件 ２，２９１件 ５３０件 ２２９件 

令和３年度 ３，２１４件 ２，５０１件 ５２４件 １８９件 

令和４年度 ３，４５０件 ２，６７７件 ５５４件 ２１９件 

令和５年度 ３，６８６件 ２，９４４件 ４９５件 ２４７件 

令和６年度 ３，５２９件 ２，７５８件 ５２１件 ２５０件 
 

３ 調査結果（所見） 

救急搬送業務では、搬送件数の増加や、病院再編により搬送先の確保が難しくなる 

恐れがあるほか、病態の複雑化により、特別な対応を要する事例も増加していること 

から、職員の確保や適正配置、休暇の適切な取得も含め現状を精査し、将来を見据え 

た持続可能な勤務体制の整備に取り組むべきである。 
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産業建設常任委員会 

 

◇主な委員会活動の状況（※定例会付託議案審査は除く。） 

調査月日 調査事件 

令和７年８月８日 
市内におけるイノシシ被害の現状及びその対策、並びに

有害鳥獣減容化処理施設の運営状況に関する調査 
 

 
 
～ 市内におけるイノシシ被害の現状及びその対策、並びに 

有害鳥獣減容化処理施設の運営状況に関する調査  ～ 
 
１ 調査目的 

イノシシによる被害が拡大していることから、その現状や対策、「有害鳥獣減容化処 

理施設」の運営実態について調査を行い、現状及び課題を把握する必要があるため。 
 

２ 本市の現状 

 ⑴ イノシシの捕獲頭数 （※令和７年度は７月末現在） 
 

  令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

捕獲頭数 ２６７頭 ５２２頭 ４９７頭 ２９２頭                          

 ⑵ 有害鳥獣減容化処理施設における処理頭数 

   本格稼働した令和７年６月から７月１６日現在までの実績 

    ①処理頭数：６１頭  ②捕獲頭数：１２２頭  利用率：５０％（①÷②） 
    

３ 調査結果（所見） 

 ⑴ イノシシの捕獲・処理体制について 

   イノシシ捕獲頭数は、高水準で推移しており、鳥獣被害対策実施隊等による捕獲・ 

防止対策の進展によるものと考えられる。一方で、依然として多くの個体が生息し 

ており、捕獲後の処理体制の整備が課題であった。 

 このため、市は有害鳥獣減容化処理施設を整備し、令和７年４月に稼働を開始。 

これにより、埋設作業の負担軽減と環境負荷の低減が図られている。 

今後は、捕獲数の増加を踏まえ、実施隊の意見や運用状況を考慮し、施設の増設 

を検討する必要がある。 

 ⑵ 担い手確保について 

鳥獣被害対策実施隊の平均年齢は６４．５歳で、高齢化による担い手不足は依然 

懸念される。狩猟免許や銃砲所持許可に係る市の補助制度の周知を徹底し、新たな 

人材確保と持続可能な捕獲体制の構築に努める必要がある。 

 ⑶ 被害防止対策について 

国の交付金を活用し、集落単位でのワイヤーメッシュ柵設置を支援するとともに、 

市独自事業として、防護柵・電気柵設置費を補助する事業を実施している。 

今後も、地域の実情に応じた捕獲機材（くくりわな等）の導入・配布を進め、多様 

なニーズに対応した効果的な被害防止を図る。 
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文教民生常任委員会 

 

◇主な委員会活動の状況（※定例会付託議案審査は除く。） 

調査年月日 調査事件 

令和７年８月８日 
１ 学校給食に関する調査 

２ 部活動の地域移行に関する調査 
 

 

～ １ 学校給食に関する調査 ～ 

１ 調査目的 

学校給食の現状について把握するため。 
 

２ 本市の現状 

 ⑴ 学校給食提供体制 

   市内の小中学校及び義務教育学校は、すべてセンター方式。 
 

 所在地 開設年等 最大提供食数 現提供食数 

南部学校給食センター 志波姫 平成１８年新築 ３，５００食 ２，６７０食 

北部学校給食センター 金成 平成２８年開設 ２，０００食 １，５３０食 
  

⑵ 児童生徒の１食あたり給食費 

  令和７年度 小学生：３２６円  中学生：３８９円 

   ※市内の小中学校及び義務教育学校に通学する児童生徒は、令和５年度以降全員無償化とした 

         ため、給食費は徴収していない。（市内居住の児童生徒に限る。） 
 

  ⑶ 食材調達体制 

  できる限り栗原産、宮城県産及び国産の野菜等を使用するよう納入業者に指示。 

   栗原産の使用割合  南部：２２．５％  北部：２５．６％ 
  

４ 調査結果（所見） 

南部・北部両学校給食センターの安定した提供体制のもと、栗原市産をはじめとす 

る県産の地場食材を全体の半数以上使用し、アレルギー対応や食育の推進にも積極的 

に取り組んでいる。給食費無償化により保護者の経済的負担が軽減され、地場食材の 

活用は安全性や地域経済への貢献の面でも評価できる。 

 一方で、中学校では一部の栄養素の摂取量が国基準を下回っており、献立の改善が 

課題となっている。食材費の高騰や施設の老朽化に対しては、計画的な修繕と安定的 

な財源確保が求められる。 

また、給食費無償化だけでなく、食材選定や栄養面への配慮などの取組内容を保護 

者や地域に周知し、理解と安心を高めることも重要である。給食だより等を活用した 

積極的な情報発信が望まれる。 
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～ ② 部活動の地域移行に関する調査 ～ 

 

１ 調査目的       

本市における部活動の地域移行への取り組み状況について把握するため。 

 

２ 本市の現状 

 ⑴ 地域移行の協議状況等 

  ① 令和５年１０月に「栗原市立学校部活動地域移行推進協議会」を設置し、同協 

議会内にワーキンググループを設け、校長会と情報共有を図りながら協議を進め 

てきた。 

② 運動部の休日の部活動については、すでに地域クラブ化されている一部競技と 

同様に、実施可能なものから段階的に進める予定である。平日については、引き 

続き学校部活動として実施する。 

③ 移行の時期については、県が令和１０年度中の完了を目標としているが、市で 

はスポーツ少年団や競技協会等と協議を行い、準備が整った団体から順次進める。 

⑵ 指導者の育成と人材確保 

   令和６年度のスポーツ少年団の指導者数は１９３人である。スポーツクラブ及び 

各競技協会の登録指導者数については、今後調査により把握する。 

   また、指導者資格の取得および更新に際しては補助制度を創設し、市スポーツ少 

年団が実施する公認スポーツ指導者資格取得推進事業に要する経費を支援する。 
  
※部活動の地域移行とは 

  少子化や教員の働き方改革の影響により、現在の部活動の形態を維持することが困難な状況 

にある。これまで教員が担ってきた部活動の指導を地域団体等が担うことで、活動の場を学校 

から地域へと転換するもの。 

 

３ 調査結果（所見） 

  部活動の地域移行にあたっては、既存のスポーツ少年団や地域クラブを活用し、運 

動部の休日活動から段階的に進めている点が評価できる。 

一方で、地域移行を推進するための計画策定や指導者体制の全体把握が十分とはい 

えず、今後の課題となっている。 

保護者負担や指導者確保、安全管理など現場の課題に対応するためには、国の支援 

策や先進事例を踏まえた取組が求められる。また、文化部の地域移行も視野に入れた 

包括的な地域連携体制の構築が必要である。 

地域移行は、学校や関係団体の協力に加え、地域の理解と参画のもとで子どもを育 

てる仕組みづくりを目指すものであり、地域の主体的な関与が不可欠である。 

生徒が安心して活動できる環境整備とともに、安定的な財源確保に向けた国への働 

きかけも重要である。 
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指定廃棄物の最終処分等に関する調査特別委員会 

 

１ これまでの経緯 

  平成２６年１月２０日に環境省から、県内の指定廃棄物最終処分場の詳細調査候補地３箇 

所のうちの一つとして「栗駒深山嶽」が提示されたことを受け、同年２月定例会において本 

特別委員会を設置した。 

以降、改選期ごとに特別委員会を設置し、指定廃棄物の最終処分場問題をはじめ、汚染稲 

わらの一時保管、放射性物質に汚染された農林系廃棄物等の処分、東京電力福島第一原子力 

発電所事故に起因する放射能汚染に関する諸問題について、継続的に調査を行っている。 
 

２ 現状及び今後の対応 

⑴ 指定廃棄物の最終処分等について 

平成２７年１２月に栗原市、大和町、加美町が候補地の返上を宣言して以来、指定廃棄 

物最終処分場に関する議論は膠着状態にある。 

汚染稲わらについては、当初２年間の保管を前提に地域の理解を得て集約保管してきた 

が、現在も市内５箇所で保管されており、地域の不安や負担が長期化している。 

放射性物質汚染廃棄物の処理は、原因者である国及び東京電力が対応すべきものである。 

このため、令和６年１０月に環境大臣及び宮城県選出国会議員宛てに、「汚染稲わら等、放 

射能濃度の高い汚染廃棄物の処理を求める要望書」を提出した。 

県は、８千ベクレル以下の汚染廃棄物の処理に一定の目途がついた段階で、指定廃棄物 

の最終処分について、国に適切な対応を求めるとしているが、いまだ方向性は見通せない 

状況である。今後も本件について継続的に調査・対応していく必要がある。 

⑵ 汚染土壌について 

  国は、令和７年１月２３日に開かれた環境省の専門家会議において、「福島県外におけ 

る除染により発生した除去土壌の処分に係るガイドライン（案）」を示し、令和６年度内の 

公表を目指して調整を進めるとしていたため、市においても汚染土壌を保管していること 

から、国の動向を注視しつつ、今後も継続して調査・対応していく必要がある。 
 

３ 令和７年度における調査活動  

  改選後、令和７年６月２４日に特別委員会を設置し、１０月２１日に汚染稲わら保管施設 

等の現地調査を実施した。 

① 調査箇所  

汚染稲わら保管施設４箇所、除去土壌仮置場１箇所 

  ② 調査結果（所見） 

    施設管理者である県においては、施設周辺の定期的な除草作業や必要に応じた施設等 

の補修を実施しているが、一部の施設では排水対策が必要な箇所も見受けられた。 

また、近年は大雨や竜巻などの自然災害が頻発していることから、災害時の安全対策 

   について県と情報を共有し、今後、県に対して必要な対策を講じるよう要望していく。 
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【参考】主な調査活動状況（令和６年度～現在） 
 

 調査日等 調査内容等 

１ 
令和６年１０月１６日 

  ～１０月１７日 

汚染稲わら等、放射能濃度の高い汚染廃棄物の処理を求める 

要望活動を実施 

（要望先：環境大臣及び宮城県選出国会議員）  

２ 令和７年 ２月２６日 

汚染牧草農地還元（すき込み）事業について 

農林振興部より令和４年度から令和６年度末までの事業に 

ついて報告を受ける。 

３ 令和７年 ３月１０日 
令和７年２月定例会にて特別委員会の調査報告 

（前任期中分） 

４ 令和７年 ６月２４日 

指定廃棄物の最終処分場、汚染稲わらの一時保管の問題、放 

射性物質に汚染された農林系廃棄物等の処理に関する問題、

並びに東京電力福島第一原子力発電所事故に起因する放射能

汚染問題に関する諸問題について調査を行うため特別委員会

を設置 

５ 令和７年１０月２１日 

汚染稲わら保管施設等の現地調査 

汚染稲わら保管施設４箇所、除去土壌仮置場１箇所の施設 

の管理状況を調査 
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市議会における要望活動 

 

宮城県知事及び宮城県議会議長に対する要望活動（令和７年８月２６日） 
 

令和７年６月定例会で議決した下記２件について要望活動を行った。 

件名 提出先 

１ 子ども医療費助成の対象年齢を１８歳まで引き上げる意見書 

  （要望書） 

   ・助成対象年齢を１８歳まで引き上げること。 

   ・所得制限を撤廃すること。 

２ 学校給食費の無償化を求める意見書（要望書）について 

  ・市町村の学校給食費無償化事業に対し財政的支援を行うこと。 

  ・全国一律で完全無償化を実現するよう、国に働きかけること。 

宮城県知事 

宮城県議会議長 

 

 

～ 令和７年度 栗原市議会報告会開催日程 ～ 
 

開催日 地区 会場 

１１月１１日 

 (火曜日) 

 

築館 市民活動支援センター 多目的室 

栗駒 栗駒総合支所 大会議室 

金成 金成やすらぎセンター 多目的ホール 

一迫 一迫総合支所 会議室 

１１月１2 日 

 (水曜日) 

高清水 高清水総合支所 ホール 

花山 花山石楠花センター 研修室 

若柳 若柳総合文化センター（ドリーム・パル） 小ホール 

瀬峰 瀬峰保健センター 保健指導兼機能回復訓練室 

１１月13 日 

 (木曜日) 

鶯沢 鶯沢振興センター 研修室 

志波姫 志波姫公民館 会議室 
 

※いずれの地区も午後６時から（終了予定時刻：午後７時３０分） 


